
令和５年度 御坊市水道事業会計予算 

 
（総則） 

第１条 令和５年度御坊市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）給水戸数                      １２，１２７戸 

（２）年間総給水量                 ２，８３０，０００㎥ 

（３）一日平均給水量                    ７，７５３㎥ 

（４）主要な建設改良事業      配水設備改良事業 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

    収   入 

 第１款 事業収益                   ４８８，１８３千円 

  第１項 営業収益                  ４６０，６９６千円 

  第２項 営業外収益                  ２７，４７７千円 

  第３項 特別利益                       １０千円 

    支   出 

 第１款 事業費                    ４４７，７８８千円 

  第１項 営業費用                  ４０４，４６６千円 

  第２項 営業外費用                  ３９，６１２千円 

  第３項 特別損失                       １０千円 

  第４項 予備費                     ３，７００千円 

 



（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２５８，４６１                   

 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１８，８７１千円、当年度分損益勘定留保資金１６９，４５０千円、

減債積立金４０，１４０千円及び建設改良積立金３０，０００千円で補填するものとする。）。 

    収   入 

第１款 資本的収入                   ９０，０１０千円 

  第１項 企業債                    ９０，０００千円 

  第２項 固定資産売却代金                   １０千円 

    支   出 

第１款 資本的支出                  ３４８，４７１千円 

  第１項 建設改良費                 ２２４，０２１千円 

  第２項 企業債償還金                １２４，４５０千円 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

 
建設改良工事費 

千円 

９０，０００ 
 
 証書借入 

      
５．０％以内 

借入先の融資条件による。ただし、企業財政その他

の都合により繰上償還又は低利に借り換えること

ができる。 

 
（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）営業費用、営業外費用、特別損失の各項に係る経費 

 

 



（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金

額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

 （１）職員給与費                    ８９，７３７千円 

 （２）交際費                          １１千円 

 （たな卸資産購入限度額） 

第８条 たな卸資産の購入限度額は、８，９９２千円と定める。 

 
令和５年３月３日提出 

 
御坊市長 三 浦 源 吾 



　　　　令　和　5　年　度

　　　　　　　　　御　坊　市　水　道　事　業　会　計　予　算

　　　附　　属　　明　　細　　書

［１］

［２］

［３］

［４］ 　債務負担行為に関する調書

［５］ 　配水設備改良工事請負費明細

［６］ 　令和5年度　御坊市水道事業会計予定貸借対照表

［７］ 　令和4年度　御坊市水道事業会計予定損益計算書

［８］

　令和5年度　御坊市水道事業会計予算実施計画

　令和5年度　御坊市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

　給与費明細書

　令和4年度　御坊市水道事業会計予定貸借対照表



（単位：千円）

款 項 節 備                                     考

 1. 事  業  収  益 488,183

 1.  営  業  収  益 460,696

1. 給 水 収 益 460,350

水 道 料 金 460,350  月平均 38,362

2. その他営業 収益 346

手 数 料 336  給水工事検査手数料他

雑 収 益 10

 2.  営業外収益 27,477

1. 9

預 金 利 息 9

2. 加 入 分 担 金 5,080

加 入 分 担 金 5,080

3. 長期前受金戻入 22,089

長 期 前 受 金 戻 入 22,089

4. 雑 収 益 299

雑 収 益 299

 3.  特  別  利  益 10

1. 固定資産売却益 10

固 定 資 産 売 却 益 10
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収 益 的 収 入 及 び 支 出

目

受 取 利 息 及 び
配 当 金

　　　　収　　　　　　　　　　入

予　　 定　　 額

 ［1］ 令和５年度  御 坊 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画
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（単位：千円）

款 項 節 備                                     考

 1.  事    業    費 447,788

 1.  営  業  費  用 404,466

1. 原水及び浄水費 87,977

給 料 13,889  2名　会計年度任用職員6名

 職員　 通勤 50　超勤 200  期末勤勉 2,391 扶養820　

　　　　　児童525

 会計年度任用職員　 通勤 158　超勤 1,595　期末 1,241

                          　  宿日直 1,464　休日勤務121

法 定 福 利 費 2,234  職員共済組合負担金

賞与引当金繰入額 1,386

備 消 品 費 940  機械、電気設備用品他

委 託 料 7,797  水質検査、電気保安他

修 繕 費 5,390  藤井浄水場ろ過池更正他

動 力 費 39,600  藤井浄水場 26,400　　野口浄水場 13,200

薬 品 費 7,906  ＰＡＣ､次亜塩素酸ナトリウム､水酸化ナトリウム

材 料 費 270  計装補修材他

目

　　　　支　　　　　　　　　　出

予　　 定　　 額

手　　　　　　　　　　当 8,565



（単位：千円）

款 項 節 備                                     考

2. 配水及び給水費 66,261

給 料 16,221  4名 会計年度任用職員2名

 職員　　扶養 498　通勤 513  超勤 300

 　　　　　期末勤勉 4,466  児童手当 240　管理職手当 368

法 定 福 利 費 4,358  職員共済組合負担金

賞与引当金繰入額 2,604

備 消 品 費 676  給水管等修理用品

光 熱 水 費 200  中継所電灯料

通 信 運 搬 費 87  テレメ－タ－回線使用料

委 託 料 12,902  漏水調査、量水器取替他

賃 借 料 139  配水管布設用地

修 繕 費 15,198  配、給水管漏水修理他

路 面 復 旧 費 1,100

動 力 費 4,356  中継所ポンプ（名田、富安、第２工業団地、上野）

材 料 費 2,035  配管材料、仕切弁他
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目 予　　 定　　 額

6,385手 当
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（単位：千円）

款 項 節 備                                     考

3. 業 務 費 37,891

給 料 11,678  3名

 扶養 198  通勤 72　住居 297　超勤70

 期末勤勉 3,217  児童手当 120　管理職手当　368   

法 定 福 利 費 3,131  職員共済組合負担金

賞与引当金繰入額 1,904

備 消 品 費 197

印 刷 製 本 費 1,274  納付書他

通 信 運 搬 費 2,285  郵便料

委 託 料 8,856  検針業務

手 数 料 4,224  口座振替他

4. 総 係 費 20,787

給 料 5,419  1名　会計年度任用職員１名

 職員　　通勤24  超勤20　期末勤勉953

 会計年度任用職員　　通勤 55　超勤 20　期末210

法 定 福 利 費 1,859  職員共済組合負担金

賞与引当金繰入額 565

旅 費 35

被 服 費 169

目 予　　 定　　 額

手                    当

4,342

1,282

手 当



（単位：千円）

款 項 節 備                                     考

備 消 品 費 789  事務用文具,非常用給水袋他

燃 料 費 1,009  公用車燃料他

印 刷 製 本 費 33  

通 信 運 搬 費 572  電話料他

委 託 料 2,277  警備保安、電算保守点検他

手 数 料 358  浄化槽保守点検他

賃 借 料 4,059  電算システムリース料他

修 繕 費 715  車検修理他

補 償 金 10

研 修 費 100  水道技術関係研修他

交 際 費 11

負 担 金 202  各種協会負担金

保 険 料 973  公務災害、各種車輌保険料

公 課 費 102  車検重量税

貸倒引当金繰入額 248  

5. 減 価 償 却 費 189,331

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

179,872

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

9,459

-5-

予　　 定　　 額目
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（単位：千円）

款 項 節 備                                     考

6. 資 産 減 耗 費 2,208

固 定 資 産 除 却 費 2,198

たな卸資産減耗費 10

7. その他営業 費用 11

雑 支 出 11

 2.  営 業 外 費 用 39,612

1.
支払利息及び企
業 債 取 扱 諸 費

23,022

 財政融資資金 5,420

 地方公共団体金融機構 17,602

2.
消費税及び地方
消 費 税

16,550

公 課 費 16,550

3. 雑 支 出 40

そ の 他 雑 支 出 40

 3.  特  別  損  失 10

1. 固定資産売却損 10

固 定 資 産 売 却 損 10

 4.  予　備　費 3,700

1. 予 備 費 3,700

予 備 費 3,700

予　　 定　　 額

企 業 債 利 息 23,022

目



　　　　　　　　　　資  本  的  収  入  及 び  支  出

　収　　　　　　　　　　入 （単位：千円）

款 項 節 備                                     考

 1.  資本的収入 90,010

 1.  企     業     債 90,000

1. 企 業 債 90,000

企 業 債 90,000

 2.  固定資産売却代金 10

1. 固定資産売却代金 10

固定資産売却代金 10

　支　　　　　　　　　　出 （単位：千円）

款 項 節 予 　　定 　　額 備                                     考

1.  資本的支出  348,471

1.  建設改良費 224,021

 １． 配水設備改良費 163,340

給 料 8,607  3名

 扶養 438　通勤 24　住居 894  超勤 200　

 期末勤勉 3,365 　児童手当 420　　

法 定 福 利 費 2,544  職員共済組合負担金
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手 当 5,341

目

目

予　　 定　　 額



-8-

（単位：千円）

款 項 節 予 　　定 　　額 備                                     考

工 事 請 負 費 140,525  別紙（配水設備改良工事請負費明細）

委 託 料 5,500  道路測量

賃 借 料 823

2． 浄水設備改良費 59,818

工 事 請 負 費 59,818 藤井浄水場受電設備改良工事他２件

3． 資 産 購 入 費 863

機 械 及 び 装 置 330 計装用通信機器

量 水 器 348

工 具 器 具 備 品 185 緊急用臨時給水栓

 2.  企業債償還金 124,450

1. 企 業 債 償 還 金 124,450

 財政融資資金 48,066

 地方公共団体金融機構 76,384
124,450企 業 債 償 還 金

目



（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー 2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 26,062 　有形固定資産の取得による支出 △205,237

　減価償却費 189,331 　有形固定資産の売却による収入 10

　固定資産除却費 2,198 　無形固定資産の取得による支出 0

　固定資産売却損益（△は益） 0 　有価証券の取得による支出 0

　長期前受金戻入額 △22,089 　有価証券の売却による収入 0

　受取利息及び配当金 △9 　補助金、負担金等による収入 0

　支払利息及び企業債取扱諸費 23,022 　一般会計又は他の特別会計からの繰入金

　貸倒引当金の増減額（△は減少） 47 　による収入 0

　退職給付引当金の増減額（△は減少） 0 　投資活動によるキャッシュ・フロー △205,227

　修繕引当金の増減額（△は減少） 0

　特別修繕引当金の増減額（△は減少） △1,600 3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　賞与引当金の増減額（△は減少） 274 　建設改良費等の財源に充てるための企業債

　未収金の増減額（△は増加） 1,358 　による収入 90,000

　未払金の増減額（△は減少） 8,312 　建設改良費等の財源に充てるための企業債

　たな卸資産の増減額（△は増加） 228 　の償還による支出 △124,450

　前払費用の増減額（△は増加） 0 　一時借入れによる収入 0

　前払金の増減額（△は増加） 0 　一時借入金の返済による支出 0

　前受金の増減額（△は減少） 0 　一般会計からの出資による収入 0

　預り金の増減額（△は減少） 0 　財務活動によるキャッシュ・フロー △34,450

　その他流動資産の増減額（△は増加） 0

　その他流動負債の増減額（△は減少） 0 資金増減額 △35,556

　小計 227,134 資金期首残高 454,199

　利息及び配当金の受取額 9 資金期末残高 418,643

　利息及び企業債取扱諸費の支払額 △23,022

　業務活動によるキャッシュ・フロー 204,121

［２］令和５年度　御坊市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）
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[３]  給     与     費     明     細     書

1. 総        括                                                                     

本 39,495 20,270 59,765 12,595 72,360

年 3 8,607 4,921 13,528 2,544 16,072

度 13 48,102 25,191 73,293 15,139 88,432

前 43,666 20,743 64,409 13,496 77,905

年 3 8,312 4,980 13,292 3,059 16,351

度 14 51,978 25,723 77,701 16,555 94,256

比 △ 901

295 △ 59 236 △ 279

較 △ 1,416

区　分

本年度

前年度

比　較

２．給料及び手当の増減額の明細

資 本 勘 定 支 弁 職 員

△ 473

給　　料 △ 3,876

改定率　　 0.294％

△ 4,717

給与改定に伴う増減分 154

△ 58

区　　　　　　　　　分 合　　計
給　  　料 計

法定福利費
給　　　与　　　費

手     　当

その他の増減分 △979

687

△ 5,824

超過勤務手当 期末勤勉手当 管理職手当

19,837

447

△ 350

制度改正に伴う増減分

△ 36

△ 1 △ 4,408

通勤手当

682

683 790

1,140

損 益 勘 定 支 弁 職 員

手　　当 △ 532

昇給に伴う増加分

その他の増減分

9

手
当
の
内
訳

1,954

2,052

扶養手当

（単位:千円）

（人）

職員数

10

11

合 計

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

合 計

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

△ 5,545△ 4,644△ 4,171

0

△ 1

△ 515

△ 532

住居手当

1,191

△ 3,876

説　　明区　　分 増減額 増減事由別内訳

1,182

△ 98 1

給与改定実施時期　令和4年 4月 1日

79419,873

736

備　　考

平均昇給率 　1.015

退職１人

※会計年度任用職員を除く



３．給 料 及 び 職 員 手 当 の 状 況

 (１) 職員一人当たり給与 （ ４ ） 昇 給                                       

企  業  職

（企 業 職）   職    員    数    （Ａ） 13

  昇 給 に 係 る 職 員 数  （Ｂ） 11

11

 (２) 初任給

84.6

  職    員    数    （Ａ） 14

  昇 給 に 係 る 職 員 数  （Ｂ） 13

 
 (３) 級別職員数

級 職員数(人) 構成比(%) 級 職員数(人) 構成比(%) 13

７級 1 7.1 ３級 3 21.4

６級 2 14.3 ２級 0 0.0

５級 0 0.0 １級 4 28.6 92.9

４級 4 28.6 計 14 100.0 （ ５ ） 期末手当、勤勉手当

６級 2 14.3 ２級 0 0.0 ６月(月分) １２月(月分) (月分)

４級 4 28.6 計 14 100.0 2.15 2.15 4.3

（級別の基準となる職務）
５級 ４級 ３級 ２級区　分 ７・６級

（ ６ ） その他の手当

区　　　分 一般会計の制度との異同

一般会計の制度

１級

企業職

有

有

職制上の段階、職務の級等
による加算措置

令和５年1月1日現在

令和４年1月1日現在

47.11

住居手当 同じ

通勤手当 同じ

支給率計

2.2

2.2

同じ

前　年　度

２号級(人）

28.6 4.4

4.42.2

2.2

(人）

事務 、技術職 （円）

１号級(人）

154,600 154,600

前
　
年
　
度

(人）

185,200

号給数別内訳

185,200

0 0.0

１級

3 支給期別支給率

有

３級 21.4 区　　　　分

３号級(人）

４号級(人）

企　　業　　職

本　年　度

７級

区          分
企　　業　　職 一般会計の制度

区　　　　　　分

大  　学　  卒

 区                               分
事  務、   技  術　職        区                                               分

本
　
年
　
度

(人）

平均給料月額 (円)

41.10平 均 年 齢 (歳)

３号級(人）308,336

平 均 年 齢 (歳)

  令和５年１月１日現在

平均給与月額 (円) 348,939 ４号級(人）

40.10

  令和４年１月１日現在

315,593 (人）

平均給与月額 (円) 347,665 １号級(人）

扶養手当

  比       率  （Ｂ）  ／  （Ａ）     （％）

技手、技術員
主事、事務員

一般行政職　（円）

高  　校　  卒

号給数別内訳

５号級(人）

５級

２号級(人）

平均給料月額 (円)

６号級(人）

  比       率  （Ｂ）  ／  （Ａ）     （％）

５号級(人）

６号級(人）

所　長 次　長
係　長
主　任

係　長
副主任

主　査
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千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

［４］　債務負担行為に関する調書

事　　　項 限　度　額
期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 損益勘定留保資金

前年度末までの支払義務発生（見込）額 当該年度以降の支払義務発生予定額 左の財源内訳

企業会計及び料金調定システム電
算機リース料金 20,196

令和２年度

令和４年度
9,761

令和５年度

令和７年度
10,435 10,435～ ～

工事積算システム利用業務 3,737

令和２年度

1,495

令和５年度

2,242 2,242～ ～

令和４年度 令和７年度



[５]　配　水　設　備　改　良　工　事　請　負　費　明　細

（単位：千円）

1 市 道 善 明 寺 堤 防 線 島 配 水 管 布 設 替 70 150 Ｐ　　　Ｅ 8,330

2 市 道 天 田 森 岡 線 北塩屋 配 水 管 布 設 替 350 75 Ｐ　　　Ｅ 18,550

3 市 道 西 小 松 原 高 家 線 小松原 配 水 管 布 設 替 120 150 D   I   P 12,600

4 市 道 駅 前 道 成 寺 線 吉田 配 水 管 布 設 替 280 100 Ｐ　　　Ｅ 20,160

5 国 道 ４ ２ 号 丸山 配 水 管 布 設 替 440 150 Ｐ　　　Ｅ 30,360

80 200 D   I   P

100 150 Ｐ　　　Ｅ

7 名 田 送 配 水 管 路 耐 震 補 強 祓井戸 配 水 管 耐 震 補 強 230 250 D   I   P 16,330

8 名 田 中 継 所 南塩屋 遠 隔 装 置 更 新 2,640

1,670 127,750

消 費 税 込 合 計 127,750 × 1.1 ＝ 140,525

合　　　　　　　　計

工　　　種 口径(㎜)路　　　線　　　名

6 県 道 御 坊 停 車 場 線 島 配 水 管 布 設 替 18,780

工　　事　　費管    種延長　(m)位　　　置
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千円 千円 千円 千円
１

(1)
イ 182,611
ロ 585,308

△ 315,408 269,900
ハ 8,226,921

△ 3,684,873 4,542,048
ニ 1,176,828

△ 876,982 299,846
ホ 28,206

△ 10,876 17,330
ヘ 15,175

△ 14,162 1,013
ト 47,331

△ 42,132 5,199
チ 5,328

5,323,275
(2)

イ 35,345
ロ 27,001

62,346
5,385,621

２
(1) 418,643
(2) 37,783

△ 287 37,496
(3) 6,258
(4) 0

462,397
5,848,018

車 輌 及 び 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額
量 水 器
減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地
建 物
減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額
建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

水 利 権
水 利 施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金
貯 蔵 品

[６]　令和５年度　御坊市水道事業会計予定貸借対照表
（ 令 和 ６ 年 ３ 月 ３ １ 日 現 在 ）
資 産 の 部

前 払 金



千円 千円 千円 千円
３

(1) 1,448,494
(2) 0

1,448,494

４
(1) 119,577
(2) 25,545
(3) 25
(4) 1,000
(5) 0
(6) 6,540

152,687

５
(1) 992,863
(2) △ 464,571

528,292
2,129,473

６ 3,011,114

７
(1)

イ 404,038
ロ 212,770
ハ 90,623

707,431
707,431

3,718,545
5,848,018
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固 定 負 債
企 業 債

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金
建 設 改 良 積 立 金

剰 余 金

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資 本 金

当年度未処分利益剰余金
利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

負 債 の 部

資 本 の 部

預 り 金
預 り 保 証 金
前 受 金
引 当 金
流 動 負 債 合 計

引 当 金
固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債
未 払 金
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注記表（令和５年度） 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

 （１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

   ・減価償却の方法   定額法による。 

   ・主な耐用年数  

    建物          １５～５０年 

    構築物         １０～６０年 

    機械及び装置     ６～２０年 

    車両運搬具       ４～ ５年 

    工具、器具及び備品 ３～２０年 

 （２）無形固定資産（リース資産を除く。） 

   ・減価償却の方法   定額法による。 

   ・主な耐用年数 

    水利権            ２０年 

    水利施設利用権      １５年 

    ソフトウェア           ５年 

 （３）リース資産 

   ・重要なリース取引の処理方法 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 

 ２ 引当金の計上基準 

 （１）退職給付引当金 

職員の退職手当は、「御坊市水道事業会計職員の退職手当の負担に関する協定書」に基づき、一般会計がその全部を負担することとなっているた

め、退職給付引当金は計上していない。 

 （２）賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額（１２月から３月ま

での４ヶ月分）を計上している。 

 （３）特別修繕引当金 

   設備等に係る定期修繕費用の支出に備えるため、支出見込額のうち前回の定期修繕の日から当事業年度末までの期間に対応する額を計上してい

る。 

 

 

 



 

 

 

 （４）貸倒引当金 

   債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。 

 

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

Ⅱ. 予定貸借対照表等関連 

 １ 引当金の取崩し 

 （１）賞与引当金の取崩し 

   令和５年度において、期末手当及び勤勉手当として１１，７４８，０００円を支給することとなったため、賞与引当金７，５４９，０００円を取り崩した。 

 （２）貸倒引当金の取崩し 

   令和５年度において、水道料金に係る債権の不納欠損を行うため、貸倒引当金２４０，０００円を取り崩した。 

 

Ⅲ. リース契約により使用する固定資産 

 １ リース会計に係る特例措置 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 ２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

   １年内  ４，０３９，２００円 

   １年超  ２，３５６，２００円 

計   ６，３９５，４００円 
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千円 千円 千円
1
(1) 419,900
(2) 0
(3) 442 420,342

2
(1) 72,025
(2) 58,258
(3) 0
(4) 34,499
(5) 31,390
(6) 185,713
(7) 2,298
(8) 10 384,193

36,149
3
(1) 9
(2) 5,170
(3) 22,640
(4) 467 28,286

4
(1) 24,676

(2) 4,124 28,800 △ 514
35,635

5
(1) 10
(2) 0
(3) 0 10

6
(1) 10
(2) 0
(3) 0 10 0

当年度純利益 35,635
前年度繰越利益剰余金 8,786
その他未処分利益剰余金変動額 60,561
当年度未処分利益剰余金 104,982

[ ７ ] 令 和 ４ 年 度 御 坊 市 水 道 事 業 会 計 予 定 損 益 計 算 書

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損
過 年 度 損 益 修 正 損
そ の 他 特 別 損 失

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

雑 支 出
経 常 利 益
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益
過 年 度 損 益 修 正 益
そ の 他 特 別 利 益

加 入 分 担 金
長 期 前 受 金 戻 入
雑 収 益

営 業 外 費 用
支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費
そ の 他 営 業 費 用

営 業 利 益
営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

総 係 費

営 業 収 益
給 水 収 益
受 託 工 事 収 益
そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 費 用
原 水 及 び 浄 水 費
配 水 及 び 給 水 費
受 託 工 事 費
業 務 費



千円 千円 千円 千円
１

(1)
イ 182,621
ロ 585,308

△ 304,328 280,980
ハ 8,096,603

△ 3,548,111 4,548,492
ニ 1,124,848

△ 861,466 263,382
ホ 27,889

△ 9,284 18,605
ヘ 15,175

△ 14,162 1,013
ト 46,994

△ 41,969 5,025
チ 0

5,300,118
(2)

イ 41,162
ロ 30,643
ハ 0

71,805
5,371,923

２
(1) 454,199
(2) 39,141

△ 240 38,901
(3) 6,486
(4) 0

499,586
5,871,509
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構 築 物

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地
建 物
減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額
量 水 器
減 価 償 却 累 計 額
車 輌 及 び 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額
工 具 、 器 具 及 び 備 品
減 価 償 却 累 計 額
建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金
貯 蔵 品

水 利 権
水 利 施 設 利 用 権
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産 合 計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

[８]　令和４年度　御坊市水道事業会計予定貸借対照表
（ 令 和 ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 現 在 ）
資 産 の 部

前 払 金
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千円 千円 千円 千円
３

(1) 1,478,071
(2) 1,600

1,479,671

４
(1) 124,450
(2) 17,233
(3) 25
(4) 1,000
(5) 0
(6) 6,266

148,974

５
(1) 992,940
(2) △ 442,559

550,381
2,179,026

６ 2,940,553

７
(1)

イ 414,038
ロ 232,910
ハ 104,982

751,930
751,930

3,692,483
5,871,509

固 定 負 債
企 業 債

利 益 剰 余 金
減 債 積 立 金
建 設 改 良 積 立 金

剰 余 金

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資 本 金

当年度未処分利益剰余金
利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

負 債 の 部

資 本 の 部

預 り 金
預 り 保 証 金
前 受 金
引 当 金
流 動 負 債 合 計

引 当 金
固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債
未 払 金



 

注記表（令和４年度） 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

 （１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

   ・減価償却の方法   定額法による。 

   ・主な耐用年数  

    建物          １５～５０年 

    構築物         １０～６０年 

    機械及び装置     ６～２０年 

    車両運搬具       ４～ ５年 

    工具、器具及び備品 ３～２０年 

 （２）無形固定資産（リース資産を除く。） 

   ・減価償却の方法   定額法による。 

   ・主な耐用年数 

    水利権            ２０年 

    水利施設利用権      １５年 

    ソフトウェア           ５年 

 （３）リース資産 

   ・重要なリース取引の処理方法 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 

 ２ 引当金の計上基準 

 （１）退職給付引当金 

職員の退職手当は、「御坊市水道事業会計職員の退職手当の負担に関する協定書」に基づき、一般会計がその全部を負担することとなっているた

め、退職給付引当金は計上していない。 

 （２）賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額（１２月から３月ま

での４ヶ月分）を計上している。 

 （３）特別修繕引当金 

   設備等に係る定期修繕費用の支出に備えるため、支出見込額のうち前回の定期修繕の日から当事業年度末までの期間に対応する額を計上してい

る。 
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 （４）貸倒引当金 

   債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。 

 

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

Ⅱ. 予定貸借対照表等関連 

 １ 引当金の取崩し 

 （１）賞与引当金の取崩し 

   令和４年度において、期末手当及び勤勉手当として１１，５２５，１３８円を支給することとなったため、賞与引当金７，７０４，０００円を取り崩した。 

 （２）貸倒引当金の取崩し 

   令和４年度において、水道料金に係る債権の不納欠損を行うため、貸倒引当金２４０，２１０円を取り崩した。 

 

Ⅲ. リース契約により使用する固定資産 

 １ リース会計に係る特例措置 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 ２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

   １年内  ４，０３９，２００円 

   １年超  ６，３９５，４００円 

計  １０，４３４，６００円 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


